
3．犯罪被害者等施策推進会議令�
� （平成17年政令第68号）

内閣は，犯罪被害者等基本法（平成十六年法律第
百六十一号）第三十条の規定に基づき，この政令を
制定する。
（専門委員）
第一条　犯罪被害者等施策推進会議（以下「会議」
という。）に，専門の事項を調査させるため必要
があるときは，専門委員を置くことができる。
2　専門委員は，関係行政機関の職員及び犯罪被害
者等の支援等に関し優れた識見を有する者のうち
から，内閣総理大臣が任命する。
3　専門委員は，当該専門の事項に関する調査が終
了したときは，解任されるものとする。
4　専門委員は，非常勤とする。
（庶務）
第二条　会議の庶務は，内閣府本府に置かれる政策
統括官が処理する。
（雑則）
第三条　この政令に定めるもののほか，議事の手続
その他会議の運営に関し必要な事項は，会長が会
議に諮って定める。
附　則（抄）

（施行期日）
1　この政令は，犯罪被害者等基本法の施行の日（平
成十七年四月一日）から施行する。

4．犯罪被害者等基本計画�
� （平成17年12月27日閣議決定）

Ⅰ　犯罪被害者等基本計画策定の目的

1．犯罪被害者等の置かれている状況
治安を守り，犯罪等※1を撲滅するため，我が国

においても様々な取組がなされているが，犯罪等は
跡を絶たず，人が被害者となった刑法犯の認知件数
（道路上の交通事故に係る危険運転致死傷及び業務
上過失致死傷を含む。）は，平成16年で305万5,018
件である※2。毎年これだけの認知件数があるとい
うことは，一生の間犯罪被害者等※3とならずに過
ごすことのほうが困難であるといえよう。犯罪被害
者等に係る諸問題は，国民全体が考えていくべきも
のであるが，犯罪被害者等が受ける被害の実相につ
いての理解は十分ではない。犯罪被害者等は社会の
例外的な存在であって，自分たちとは関係がないと
いう誤った認識や，犯罪被害者等は，特別に公的に
守られ，尊重され，加害者からの弁償に加えて十分
な支援が受けられることで容易に被害から回復でき
ているという誤解もある。こうした認識の誤りもあ
り，犯罪被害者等に対する支援についての社会の関
心は高いとはいえない。
しかしながら，犯罪被害者等は，国民の誰もが犯
罪被害者等となり得る現実の中で，思いがけず犯罪
被害者等となったものであり，我々の隣人であり，
我々自身でもある。犯罪被害者等は，生命を奪われ，
家族を失い，傷害を負わされ，財産を奪われるといっ
た，いわば目に見える被害に加え，それらに劣らぬ
重大な精神的被害を負うとともに，再被害の不安に
さいなまれる。犯罪等によってゆがめられた正義と
秩序を回復するための捜査・公判等の過程で，犯罪
被害者等は負担を負い，時には配慮に欠けた対応に
よる新たな精神的被害（二次的被害）を受けたり，
名誉感情を傷つけられながら，自らの正義の回復に
期待してこれに耐えていく。しかし，望む限りの情
報が得られるわけではなく，かけがえのないものを
奪った犯罪等の真実を必ずしも知ることができず，
望むような関与もできず，疎外感・無力感に苦しむ
ことが少なくない。さらには，周囲の好奇の目，誤
解に基づく中傷，無理解な対応や過剰な報道等によ
り，その名誉や生活の平穏が害されたり，孤立感に

114

犯罪被害者等施策に関する基礎資料


